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〔要　　　旨〕

2012年 7月にFIT制度がスタートして以降，国内の再生可能エネルギー発電の全運転開始
量977万kWのうち太陽光発電は957万kWと98％を占め突出する。

14年 4月末の太陽光発電設備の認定量は累計で6,843万kWにまで急増し，東京電力の全発
電所の最大出力約6,500万kWを超える規模となった。
しかしながら，認定設備のうち運転を開始したのは957万kWと14％程度にすぎない。認定

から運転開始までタイムラグがあるとしても，5,800万kWを超えるこれから稼働するであろ
う認定済みの設備は大きな問題を含み，直近では電力系統への接続の問題が急浮上している。
認定申込が特定の地域に集中することで電力系統側の送電容量が不足する問題と，電力会

社の管轄エリアで需給調整の能力が不足する問題が明らかになってきた。
さらに，接続の制限区域が今後も増えていくことが懸念され，ひいては制限区域での再生

可能エネルギー発電の普及が阻害されることも危惧される。
接続問題や賦課金負担の増加等の課題は，現在進められている電力システム改革と直接あ

るいは間接的に関係することから，再生可能エネルギーの大量導入が可能となるように改革
が着実に進展することが望まれる。

太陽光発電導入の現状と
今後の大量導入に向けた課題
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FIT制度は，現時点ではコスト的に不利

な再生可能エネルギー発電の普及を図るた

めに，電力会社（最終的に電気の使用者が買

取費用を負担）に再生可能エネルギーの固

定価格での買い取りを義務付けている。し

かしながら，自由競争下での普及が最終目

標であり，買取価格が次第に下げられてい

くことを考慮すると，FIT制度を継続しつ

つもコスト削減が喫緊の課題となる。

また，接続については，送電線の拡充や

大量の再生可能エネルギー導入による高度

な需給調整の実施など，これまでにない課

題が顕在化することが予想される。さらに，

土地利用と関連して太陽光発電装置の設置

場所についても問題が生じる。したがって，

このような課題はFIT制度の運用面のみな

らず，電力システム改革の詳細設計のなか

で検討されなければならない。

本稿では，具体的な検討材料を提供する

ために，地域独占下における接続問題や発

電コスト，賦課金負担等の諸課題について

分析を行う。そうすることで，電力自由化

移行に際して，再生可能エネルギー発電の

拡大を維持する際の課題を明らかにする。

本稿の構成は次の通りである。まず１節

で国内における太陽光発電の導入状況につ

いて設備認定の問題を含め分析する。２節

で太陽光発電の導入コストについて最新の

データで確認し，３節でFIT制度による系

統電力への接続問題や電力需給の調整能力

等の課題について整理，検討する。

はじめに

近年，再生可能エネルギーの導入が加速

度的に拡大している。拡大を誘発している

のが固定価格買取制度（Feed-in Tariff［フィ

ードインタリフ制度］，以下「FIT制度」とい

う）である。FIT制度は，再生可能エネルギ

ーを用いて発電された電気を，国が定める

価格で電気事業者が一定期間買い取ること

を義務付ける制度であり，欧州において先

行導入され，欧州における再生可能エネル

ギー普及の原動力となってきた。

2012年７月から日本版FIT制度が施行さ

れ，特に太陽光発電の普及が加速している。

政府が東日本大震災前に掲げた2030年の導

入目標5,300万kWが現実的になりつつある

一方で，電力系統への接続問題や賦課金負

担等の課題も顕在化している。

接続問題や賦課金負担等の課題は，電力

システム改革と直接あるいは間接的に関係

する。現在，電力システム改革は３段階で

進められている。第１段階は地域間の電力

融通の推進で，15年４月に地域をまたぐ送

電網を整備する新組織が設立される。第２

段階が14年６月に成立した電気事業法改正

で，16年春から小売の全面自由化が実施さ

れる。これによって一般家庭用や小規模な

事業者用など小口利用（契約電力50kW未

満）で参入規制が無くなる。第３段階が送

配電部門の法的分離（以下「発送電分離」と

いう）と小売料金規制の撤廃で，政府は18

～20年の実現を目指すという。
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度は570万kW超と前年比で８倍以上伸びた。

13年度は10kW未満の導入量が前年比で減

少したが，これは住宅用に10kW以上の太

陽光発電設備を設置するケースが増えてい

ることが原因の一つと考えられる。

なお，FIT制度がスタートした12年７月

以降に新たに認定を受けた太陽光発電設備

のうち運転を開始した設備は957万kW（14

年４月末時点）であり，再生可能エネルギー

全体の運転開始量977万kWの98％を占めて

おり，再生可能エネルギーの中では太陽光

発電の市場拡大が突出している。

次に，第２図の設備認定容量の累計値の

推移をみると，13年度末の駆け込み申請等

もあり，14年４月末時点で太陽光発電の設

備認定量は累計で6,843万kWにまで急増し

た。発電能力6,843万kWは，東京電力の全

発電所の最大出力約6,500万kWを優に超え

ている。ただし，この認定を受けた設備の

うち，既に運転を開始したのは957万kWと

全体の14％程度にすぎない。一部運転開始

を断念した事業者もあるが，残りの5,800万

1　太陽光発電の普及状況

（1）　国内の太陽光発電設備の認定と

運転状況

近年，日本国内における太陽光発電シス

テムの普及は，09年11月に住宅用並びに

500kW未満の太陽光発電システムの余剰電

力（自家使用後に余った電力）を対象とした

余剰買取制度が契機になって本格的に拡大

した。08年度までは年間の導入（運転開始）

量が20万kW台であったが，１kWh当たり

48円の買取価格が設定された住宅用に牽引

されることで10年度には年間100万kWの市

場規模に成長した。

12年７月からは，太陽光のみならず風力

や地熱発電等の再生可能エネルギー全般を

対象としたFIT制度がスタートし，併せて

太陽光については発電事業用を含む全ての

システムが対象となった。なお，この制度

は，「電気事業者による再生可能エネルギー

電気の調達に関する特別措置法（再生可能

エネルギー特別措置法）」に基づいている。

住宅用で一旦弾みがついた太陽光発電の市

場拡大がさらに加速され，13年度の年間導

入（運転開始）量は704万kWと前年度の約

３倍に膨らむ結果となった（第１図）。

ちなみに，四国電力が保有する全発電設

備の最大出力が約700万kW
（注1）
であることから，

これに匹敵する太陽光発電設備が13年度１

年間で国内に導入されたことになる。規模

別でみると，メガソーラー等の大規模の発

電所を含む10kW以上の増加が顕著で，13年
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第1図　国内における太陽光発電の年間設備導入量
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資料 資源エネルギー庁「エネルギー白書2014」「再生可能エネル
ギー発電設備の導入状況（2014年3月末時点）」

（注） 資源エネルギー庁が公表している設備容量（kW）は，パワー
コンディショナー（PCS)からの交流電力定格出力容量を用いて
いる。 

10kW以上 年間導入量
10kW未満（住宅） 年間導入量
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である。

大型案件の場合，土地の造成等を含め工

期が１年以上を要することが多く，特に事

業化の熟度が低い段階で認定を受けた場合，

土地の確保や電力会社による送電網への接

続の検討に半年以上を要する等，設置工事

が開始できないケースや，検討の結果，事

業化が困難と判明するケースも相当数ある

と言われている。

さらに，電力会社の送電容量が不足する

場合は，その増強工事のための費用負担に

加え，増強が完了するまで５年程度待たさ

れるケースも出ている。たとえ「設備認定」

を受け買取価格が確定していても，数年以

内の稼働が見込めない場合，銀行から融資

が受けられなくなるリスクがあり，事業者

にとってタイムラグは死活問題である。加

えて，導入コストが将来下がるという保証

はどこにも無い。それだけに，タイムラグ

の発生は深刻な問題である。
（注 1） 電気事業連の統計にもとづく四国電力の全

発電設備容量。

（2）　制度の運用問題

―設備認定済み未稼働案件対策―

太陽光発電業者は，一旦，設備認定を受

ければ，その設備が未稼働でも40円/kWh，

または36円/kWhの買取価格の権利を保持

できる。しかし，事業化の見込みが無いこ

とが判明したにもかかわらず買取価格の権

利だけを保持するような事業者，あるいは

事業化に向けた努力をおろそかにして買取

価格の権利を高く売ることのみを目的とす

る事業者が存在するとすれば，対策が必要

kWを超える設備の稼働には，今後の大きな

課題がある。

FIT制度において，再生可能エネルギー

で発電された電力が買い取りの対象となる

には，計画した発電設備が法令で定められ

た要件に適合していることを示す「設備認

定」を受ける必要がある。適用される買取

価格は「設備認定」を受けた当該年度の価

格（国が定める）であり，運転開始の時期が

数年先になってもこの価格は変更されない。

これは，設備認定を受けた案件のキャッシ

ュフローが定まることで銀行からの借入等

の資金調達をスムーズにし，普及を後押し

するという制度上の配慮からである。ただ

し，設置工事を意図的に遅らせるようなケ

ースは少ないと考えられる。

問題は，設備認定を受けてから実際に運

転を開始するまでのタイムラグにある。理

由は5,800万kWという未稼働の設備容量が

膨大で，国内の年間設置キャパシティー

（13年度の実績700万kWで，現在でも1,000万

kWを超えないと推定）の何倍にもなるから
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第2図　太陽光発電の設備認定の累計値
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資料 資源エネルギー庁「再生可能エネルギー発電設備の導入
状況（4月末時点）」

2013年度2012年度 2014年度

10kW未満

1MW以上
10～
999kW

合計

（2,002）

（6,573） （6,843）

（3,769）

（2,793）

（280）
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用に舵を切っている。そのため，14年４月

時点での設備認定量が全体の３割以上を占

める10kW以上400kW未満の案件に関して

も，実態を早急に把握し情報を公開するこ

と，また運転開始が進まない要因を分析し

健全な事業者の設備稼働が阻害されないよ

う対策を講ずることが望まれる。

なお，（一社）太陽光発電協会は，設備認

定を受けたがまだ運転開始していない計画

案件（認定済み未運開案件）のうち，どの程度

の発電設備が将来稼働するかについての予

想値を含め，今後の太陽光発電設備の導入

予測を公表している。それによると，2020

年には太陽光発電の発電設備（累計）が約

7,000万kWレベルに，2030年には１億kWに

達するという。１億kWの太陽光発電設備

が国内で稼働すると，国内電力会社10社に

よる総発電電力量（13年度）の12％程度を

発電することになる
（注2）
。

（注 2） 後掲第 2表に示した太陽光発電協会が独自
に想定した累計導入量。

2　太陽光発電の導入コスト
　　および買取価格の推移　

（1）　国内における導入コスト

ａ　 住宅用太陽光発電システムの導入コスト

太陽光発電の買取価格を決定する際にベ

ースとなる費用は，資本費（固定費）と運転

維持費（変動費）から構成されている。買取

価格は事業者の利益率である内部収益率

（Internal Rate of Return：以下「IRR」）と設

備利用率を考慮して最終的に決定される。

となる。

もし，設備認定を受けた案件のうち将来

どれだけ実際に稼働するかの見通しが困難

になると，将来の賦課金負担を予想するこ

とが困難になる。すると，実際には稼働す

る見込みのない案件を稼働すると仮定して

賦課金を算定すれば，見かけ上賦課金額が

膨らみ，太陽光発電の拡大の障害になる可

能性がある。また，電力系統の送電容量の

制約等で接続できる設備の容量が制限され

ているような地域では，電力系統への発電

設備の接続に関し，太陽光発電設備の稼働

が見込めなくとも，先に申し込んだ事業者

が優先されるため健全な事業者の参入が阻

害されてしまう。

以上の問題を解決するには，まず実際に

は稼働しない可能性の高い案件がどれだけ

あるのかを含め，政府が早急に実態を把握

し，可能な限り情報を開示する必要がある。

これに対して，政府は12年度中および13

年度中に認定された400kW以上の未稼働の

設備について報告徴収を行い，土地と設備

が確保されていない案件については認定を

取り消す等の厳しい措置を取ることを表明

している。これらの対策を迅速・適確に実

施し，報告徴収で得られた実態並びに対応

結果等の情報をできる限り公開することが

望まれる。

また，政府は，14年４月以降に新たに認

定を受ける設備に関しては，認定後６か月

以内に土地と設備が確保できていることが

書面で証明できなければ認定を取り消す，

というルールを新たに定めて厳格な制度運
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に報告されたデータからシステムの規模別

（第４図）にみると，全ての規模においてシ

ステム費用が低減している。

なお，詳細については後述するが，14年度

の10kW以上の固定買取価格（32円／kWh，

税抜）の決定に際しては，この13年10～12

月期の1,000kW以上のシステム費用27.5万

円/kWがベースになっている。

（2）　買取価格の推移と決定のプロセス

FIT制度における買取価格は10kW未満

と10kW以上の２本立てで設定され，12年７

月の制度開始から毎年引き下げられてきた

（第５図）。

FIT制度で適用される買取価格は，稼働

開始時期に関係なく，設備認定を受けた年

度の価格である。買取期間は10kW未満が

10年間，10kW以上が20年間に設定され，そ

れぞれの期間，その固定価格で買い取りが

資本費は固定費に相当し，システム費用，

土地造成費，接続費用から構成されている。

システム費用は直接太陽光発電に関わる部

材費で，太陽光モジュール，パワーコンデ

ィショナー，架台，ケーブル等が含まれる。

運転維持費は，太陽光発電の運営，管理に

かかる費用である。

第３図は10kW未満の住宅用太陽光発電

のシステム費用の推移を示したものである。

02年度から08年度にかけてはシステム費

用の低減はみられなかったが，09年に余剰

買取制度が始まってからはシステム費用の

低下が顕著である。08年度には72万円/kW

であったが13年度末には41万円/kWと43％

も低減した。FIT制度がシステム費用の低

減を誘導していることが確認できる。

ｂ　 非住宅用太陽光発電システムの導入

コストの推移

10kW以上の非住宅用のシステム費用に

関して，FIT導入以降に資源エネルギー庁

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

900

800

700

600

500

400

300

200

100

0

（万円／kW）

第3図　住宅用太陽光発電システムの導入コストの推移

95
年度

97 99 01 03 05 07 09 11 13

（kW）

資料 （一社）太陽光発電協会等の公表資料および第１回新エネル
ギー小委員会事務局資料

（注） 住宅用システムの設置コストは既築住宅と新築住宅の平均
コスト。

1kW当たり住宅用システム導入価格

住宅用モジュール累計出荷量
（右目盛）

余剰買取制度後
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第4図　非住宅用太陽光発電システムの
 導入コストの推移

7～9月
12年

10～12 1～3
13

4～6 7～9 10～12

資料 調達価格等算定委員会「平成26年度調達価格及び
調達期間に関する意見」

（注） 1,000kW以上の13年1～3月期から10～12月期のコス
トは，12年度中に認定を受けた運転開始前の太陽光発
電設備（400kW以上，4,699件）を対象に実施された報告
徴収の結果に基づく。

 それ以外のコストは全て運転開始後に資源エネルギ
ー庁に収集された報告データを基にしている。

10～50kW未満

50～500

500～1,000

1,000kW以上
27.5

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2014・10
36 - 656

う再生可能エネルギー特別措置法に基づい

て設定されている。導入から３年を経過す

る15年７月以降の価格設定にはIRRが６％

より引き下げられる見通しであり，買取価

格も引き下げられることになろう。

（3）　グリッド・パリティ到達への期待

14年度の10kW未満の買取価格は37円/

kWhであるが，これは調達価格等算定委員

会が算定した現状の住宅用太陽光発電の発

電コスト相当と考えることができる。もし，

今後さらにシステム費用の低減が進めば，

売電価格が時間帯別の家庭用電気料金の昼

間の小売価格
（注3）
（現状では30円/kWh以上）を

行われる。

なお，10kW未満の買取価格は税込，10kW

以上については税抜価格（消費税の変動を

回避）である。買取価格（また

は調達価格）は，調達価格等算

定委員会での議論や意見，並

びにパブリックコメントを参

考に，最終的に経済産業大臣

が決定する。

第１表に，13年度および14

年度の買取価格を決定する際

に前提とした資本費や運転維

持費，システム費用，設備導

入者の投資に対するIRR（内部

収益率）等を示した。

10kW以上の買取価格決定

の前提となるIRR（税引前）の

６％という比較的高い数値は，

FIT制度導入後の当初３年間，

「特定供給者（再生可能エネル

ギー発電事業者）が受ける利

潤に特別の配慮をする」とい

45

40

35

30

25

0

（円/kWh）

第5図　住宅用および非住宅用太陽光発電
 システムの買取価格の推移

12年度 13 14

資料 調達価格等算定委員会「平成26年度調達価格及び
調達期間についての委員長案」

10ｋW未満（住宅用，税込）

10ｋW以上
（非住宅用，税抜）

42

40
38

36

32

37

2013年度 2014年度

10 

kW
未
満（
住
宅
用
）

調達価格（税込） 38円/kWh 37円/kWh 

資
本
費

システム費用
42.7万円/kW
（12年10～12月期の新築設
置平均）

38.5万円/kW
（13年10～12月期の新築設置
平均）

補助金
※補助金の交付と固
定価格での調達が，
二重の助成とならな
いように控除

国 ：2.0万円/kW
地方：3.4万円/kW

国の補助金の廃止に伴
い，地方分を含めて控
除しない

運転維持費 0.43万円/kW/年 0.36万円/kW/年 

設備利用率 12% 前年度の前提を据え置
き

IRR（税引前） 3.2% 前年度の前提を据え置
き

調達期間 10年 10年

10 

kW
以
上（
非
住
宅
用
）

調達価格（税抜） 36円/kWh 32円/kWh 

資
本
費

システム費用 28万円/kW 27.5万円/kW 
土地造成費 0.15万円/kW 0.4万円/kW 

接続費用 1.35万円/kW 前年度の前提を据え置
き

運転維持費 0.9万円/kW/年 0.8万円/kW/年 
設備利用率 12% 13%

IRR（税引前） 6% 前年度の前提を据え置
き

調達期間 20年 20年
資料 　第5図に同じ
（注） 　調達価格は買取価格，調達期間は買取期間と同義。

第1表　太陽光発電の買取価格（調達価格）決定の前提条件
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買取価格の設定とそのタイミングが最も重

要となる。そのため，今後の買取価格の設

定に当たっては，コスト低減の実態を正確

に把握し，賦課金が過度な負担とならない

ように配慮しながら徐々に低減していくこ

とが求められる。

ただし，買取価格低減のスピードが速す

ぎると再生可能エネルギー導入者のインセ

ンティブが削がれ，普及のスピードが一気

に減速する可能性がある。そうなれば，導

入の維持拡大による費用低減でグリッド・

パリティに誘導し，制度による支援が廃止

されても再生可能エネルギーが自由競争下

で普及が進むように導く，という制度本来

の目的が達成できなくなる。難しい舵取り

ではあるが，再生可能エネルギー導入の経

済的インセンティブを維持しながら導入コ

ストの削減への意欲が十分働く制度の運用

で，最終的には再生可能エネルギー電力の

グリッド・パリティ到達が実現できるよう

ソフトランディングを目指す必要がある。

次に，「制度自体」がもたらす便益への評

価という問題がある。FIT制度は，化石燃

料を熱源に発電する火力発電所と比べて発

電コストが高い再生可能エネルギーを政策

として普及・推進することを目的に制定さ

れた。

賦課金は強制買取という政策を実行する

ための財源であり，消費者を含む電気の利

用者の負担を前提としている。同時に，FIT

制度を実施することにより生活者でもある

消費者にとってもメリット（いわゆる便益）

が発生する。参考までに，太陽光発電協会

下回る可能性があり，そうなれば住宅用太

陽光発電では，再生可能エネルギーの発電

コストが既存の電力の小売価格（送電コス

トを含む）と同等となる状態，すなわち「グ

リッド・パリティ（Grid parity）」に到達す

ることになる。

10kW以上の非住宅用に関しては，高圧

の電気料金（20円/kWh以下程度）や特高圧

の電気料金
（注4）
（15円/kWh以下）に比べればま

だ発電コストが高く，グリッド・パリティ

に到達するには相当の時間を要することが

想定される。それまでの期間は，システム

費用の低減を誘導する買取価格の設定が行

われることが望まれる。
（注 3） 例えば，東京電力の「おトクなナイト 8」の

第 2段階の電力量料金は32円/kWh程度。
（注 4） 例えば，東京電力の「特別高圧電力B」の

電力量料金は13.6円～15円/kWh程度。

（4）　賦課金の負担軽減とソフトランディ

ングに向けた制度の運用

FIT制度に基づき，再生可能エネルギー

による発電で供給された電力の買い取りに

要した費用の一部を負担するため，賦課金
（注5）

（サーチャージ）が電気料金と一緒に全国の

電力消費者から一律に徴収されている
（注6）
。た

だ，再生可能エネルギーの導入量の増加と

買取価格の水準次第では消費者の負担が想

定以上に増える可能性がある。

ところで，この賦課金の負担を考えるに

あたっては，「制度運用」の問題と「制度自

体」の問題とに別けて考える必要がある。

まず，賦課金が過大になるかどうかは制

度の運用の問題である。制度運用に際し，
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事業者が減免措置の適用を受けている。

3　将来の大量導入に向けた
　　課題　　　　　　　　　

（1）　電力系統への接続問題と需給調整

能力の確保

FIT制度の施行から２年足らずの間で，

東京電力が保有する全電源の最大出力約

6,500万kWを超えるという誰もが想定して

いなかった大量の太陽光発電の設備認定が

なされたことによって，電力系統への接続

問題が急浮上している。

14年８月現在，以前から接続が制限され

ていた北海道電力や沖縄電力に加え，東京

電力（群馬，栃木等），九州電力（南九州，大

分等），関西電力（南紀伊）においても系統

連系申込みが送電容量を超え

る等，制約区域を公表するに

至っている。問題は，制約さ

れた区域で再生可能エネルギ

ーの導入が進まなくなること

であり，また制約区域が今後

も増えていくと懸念されるこ

とである。

接続が制限される要因とし

ては，接続申込みが特定の地

域に集中することで電力系統

側の送電容量が不足するとい

う局所的な制約としてのミク

ロの問題と，電力会社の管轄

エリアで需給調整の能力が不

足するというエリア全体の制

が算定した便益を第２表に示した。

負担する賦課金は毎月の徴収で実感する

ことになる。しかし，第２表に掲げた便益

（エネルギー自給率の向上等）を直接的に実

感することは困難であり，時間的に長期間

に及ぶため，現世代に対する直接の便益は

必ずしも大きくないかもしれない。その点

については，政府が国民全体の便益の最大

化という再生可能エネルギー普及の本来の

目的を丁寧に説明し，消費者でありかつ生

活者でもある国民のコンセンサスを得る努

力が必要である。
（注 5） 資源エネルギー庁の発表では，13年度の賦

課金は0.40円/kWh（月間消費量300kWhの標準
家庭で120円/月），14年度は0.75円/kWh（標準
家庭で225円/月）となっている。

（注 6） 産業競争力に配慮する観点から，政府が定
める要件を満たした電力多消費事業者は当該賦
課金負担が 5分の 1に減免されるよう国の予算
措置がなされており，14年度においては1,031の

単位

資料 （一社）太陽光発電協会が第2回新エネルギー小委員会（2014年8月8日）で発表
した資料

（注）1  ＊1：太陽光発電協会が独自に想定した累計導入量。
　　 2  ＊2：13年度の輸入実績価格（財務省貿易統計）を用いて試算した結果であり

割引率は適用していない。

第2表　太陽光発電の大量導入がもたらす便益
　

2020年 2030年

太陽光発電　累計導入容量＊1

太陽光発電　総発電量
万kW
GWh

6,900
77,424

10,000
112,412

＜太陽光発電の規模＞

国内総発電電力量に占める割合 % 8.4 12.2

＜エネルギー自給率の向上＞

石油火力（熱効率39％）代替えケース＊2

LNG火力（熱効率45％）代替えケース＊2

億円／年
億円／年

12,574
9,689

18,255
14,067

＜化石燃料輸入コスト削減効果＞

CO2削減総量 LNG火力代替ケース
発電に伴うCO2排出量に対する削減率
日本全体の温室効果ガス排出量に対する
削減率

トン／年
%

%

38,580,571
8.1

2.9

56,014,812
11.7

4.2

＜地球温暖化ガス削減効果 LNG火力代替えケース（ライフサイクルで評価）＞
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スもあるようだ。

東京電力は，この問題を解決するために，

群馬北部地域での再生可能エネルギー発電

設備の系統連系の入札を行い，公平な費用

負担によってできるだけ多くの太陽光発電

の接続が可能となる方策を実施した。この

ような東京電力の試みが他の電力管内で実

施可能かどうかは不明であるが，解決策は

実質上各電力会社の裁量に委ねられている

のが実情である。

ともあれ，電力系統の容量を含め接続申

込の混雑状況や空き容量等の全ての情報を

持っているのは電力会社であり，再生可能

エネルギー発電事業者に開示される情報は

限定的である。再生可能エネルギー発電事

業者のなかには，電力会社は送電容量に余

裕があるにも関わらず制限をかけているの

では，と疑心暗鬼になっている事業者も存

在する。安定供給が至上命令である電力会

社が一定以上の余裕を確保して保守的に計

画することを責めることはできない。この

問題の解決には，中立的な立場で，電力系

統の空き容量確認や情報開示を推進し，送

電容量の増強計画や費用負担のルール化と

運用まで関与できる第三者機関の設置が必

要と考えられる。その候補には，電力シス

テム改革の第一段階として15年に設立が予

定されている広域的運営推進機関が挙げら

れよう。

ただ，そのような第三者機関を巻き込ん

での対策には時間を要する。事業存続のた

めに今すぐにでも系統に接続して運用を開

始したい再生可能エネルギー発電事業者の

約というマクロの問題の二つに大別できる。

ａ　送電容量の不足による局所的な制約

（ミクロ問題）

―地域が拡大し深刻な問題に―

14年６月以降に制約区域が公表され始め

た南九州地区や群馬県北部等においては，

元来，送電容量に余裕が乏しい地域で，設

備認定を受けた事業者の接続申込みが集中

したことで将来的に送電容量が不足するこ

とが判明し，管轄する電力会社により接続

制限の検討が行われることになった。送電

容量不足による制約地域は当初限定的であ

った。それがエリア全地域に広がって，九

州電力においては電力管内全体の問題にな

りつつある。もし，九州電力管内全体で接

続が制限されるような事態になれば，その

影響は計り知れない。

この対策としては，送電容量の増強と太

陽光発電設備の出力抑制が考えられる。送

電容量の増強策としては，電源の接続点の

近傍での容量不足に関して，13年に配電用

変電所から上位系統に電気を流す「バンク

逆潮流」の規制が緩和され，その際の変電

所増強費用の負担についてもルール化され

たことにより対策が可能となった。ところ

が，さらに上流側の系統における容量不足

解消の費用負担に関しては，原因者負担の

原則が適用される。しかし，そもそもその

ような事態が想定外であったため，合理的

なルールは確立されていない。上位系統の

増強工事に一事業者が負担できる規模を超

える数十億円の費用負担を求められるケー
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力会社間をまたいだ需給調整を最大活用で

きるようにすることである。これは，実施

主体となる広域的運営推進機関が必要な権

限を持って実行していく必要があり，その

ベースとなる電力システム改革が着実に進

展することが望まれる。

一方，需要側の能動的な対応策も求めら

れる。既に導入済みのヒートポンプ式給湯

器や家庭用蓄電池，電気自動車の蓄電能力

等を活用することで，電力系統側と協調し

たデマンド・レスポンス体制を構築する方

策である。ただ，これを実現するには，多

数の分散した機器や電気自動車のネットワ

ーク化，個人ユーザーを束ねるアグリゲー

ター
（注7）
の出現が必要であり，今のところビジ

ネスモデルの構築を含めてハードルが高い。

しかし，これに対しては，成長が見込める

数少ない産業の一つとして，あるいは新た

な社会インフラに育つ可能性として，政府

が強力に支援すべきと考える。

なお，ここで指摘したエリア全体の需給

調整能力の不足によるマクロの問題は，現

時点では顕在化していないが，15年頃から

問題化する可能性がある。対策に時間を要

することを考えれば，直ちに取り掛かる必

要があることを付け加えておきたい。
（注 7） 需要家の電力需要を束ねて効果的エネルギ

ー・マネージメント・サービスを提供するマー
ケター，ブローカー，地方公共団体，非営利団
体など。（環境ビジネスオンライン参照）

（2）　太陽光発電装置の設置場所の問題

最後に，太陽光発電装置の設置場所につ

いて触れておきたい。日本の再生可能エネ

救済策も必要であろう。例えば，将来系統

容量が不足するが現時点で空き容量がある

場合，増強工事が完了するまでの間は電力

会社からの出力抑制要請に必ず応ずること

等を条件に，系統への接続を認める等の暫

定措置も検討されるべきである。

ｂ　エリア全体の需給調整能力の不足

（マクロ問題）

―コストミニマムの解決策―

次に，電力会社が管轄するエリアで需給

調整の能力が足りなくなるというエリア全

体の制約というマクロの問題である。この

問題は北海道や沖縄を除けばまだ顕在化し

ていないが，導入が今後も同じようなペー

スで進めば重要な問題として出てこよう。

需給調整能力が不足するのは，不安定な

再生可能エネルギーで発電された電気の割

合が高くなってくると，既存の火力発電や

揚水発電等の調整電源の能力では周波数や

需給バランスが保てなくなるということで

ある。この対策としては，調整電源の能力

増強や大量の蓄電池を設置して需給調整能

力を高めることが考えられるが，現状では

蓄電池の方は費用がまだ高額で現実的でな

い。費用が少なく現実的な対策は，既存の

火力発電と揚水発電の需給調整能力を運用

の改善で高めることである。そのためには，

太陽光発電所の発電量の予測精度を高め，

併せて太陽光発電事業者と電力系統運営者

が互いに協力する関係の構築が求められる。

さらに，電力会社のエリア間を結んでい

る連係線の運用改善と能力増強により，電
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めとする再生可能エネルギー設備の設置場

所は，FIT制度に基づく補償金によってコ

ントロールされる。EEG法に基づいた各種

の規制を遵守しなければ補償金が受け取れ

ないからである。

EEG法の中には「連邦建設法典」が登場

するが，これは日本の都市計画法に相当し，

一定物の建設のためのゾーニングと各種建

築規制を規定した法律である。同法に基づ

き各自治体が開発を進めるべき区域等を対

象に建築計画を策定し，具体的な区域の設

定と必要な開発規制等を行う。EEG法との

関係では，建設法典およびこれに基づく建

築計画（地区計画）に明確に位置づけられた

設備しかFIT制度の補償金の対象としない

ということを法文上明確にしている点で重

要な意味がある。日本では，大規模な太陽

光発電施設の設置場所に対する規制は，農

地法等別の法律により設備認定段階で規制

されることになっている。しかし，農地の

転用規制に地域間で差があることを考える

と，入り口段階の規制だけで十分なのか疑

問が残る。FIT制度と明確にリンクした運

用を望めば，設置場所に関するドイツの規

制のあり方が示唆を与えてくれる。
（注 8） Gesetz für den Vorrang Erneuerbarer 

Energien （Erneuerbare-Energien-Gesetz - 
EEG） 〞Erneuerbare-Energien-Gesetz vom 
25. Oktober 2008 （BGBl. I S. 2074）， das 
zuletzt durch Artikel 5 des Gesetzes vom 
20. Dezember 2012 （BGBl. I S. 2730） 
geändert worden ist〞
（Ein Service des Bundesministeriums der 
Justiz 参照）

（注 9） Jörg Mayer （2013） 〞How will 
customers react to reduced or even no 
FIT?〞 German Solar Industry Association 

ルギー特別措置法に基づくFIT制度には，

太陽光発電装置の設置場所に対する直接的

な規制が見当たらない。施行から２年が経

過するなかで設置場所として優良農地の転

用も散見される現状を考えると，適格な規

制措置が求められる。この問題の対応策と

して，日本が手本の一つにしたドイツの

「再生可能エネルギー法（以下「EEG法」と

いう
（注8）
）」に基づくFIT制度による設置場所規

制が参考になると考えられる。

ドイツの太陽光発電装置の設置場所は，

設備容量の多い順に（12年時点），①屋根設

置型（59％），②地上設置型（同40％），③建

物一体型（１％）と３つに大別される。

最も多い屋根に設置するタイプの内訳は，

10kW未満の一般家庭の屋根（９％），10～

100kWクラスで大型の建築物や施設の屋根

（26％），100kW以上で工場等の屋根（24％）

となっている
（注9）
。

次に多い地上設置では，林地や荒廃地，

飛行場や工場等の跡地，廃棄物等の埋立地

などが代表的であ
　（注10）
る。家庭等の屋根設置の

占める割合が多いのは，2000年のFIT制度

の導入を期して導入された「太陽光発電10

万軒屋根設置プログラム」による促進政策

に負うところが大きいが，同政策は目標達

成をみた03年末で廃止され
　（注11）
た。ただし，FIT

制度がなくなったわけではない。

ドイツでは，とりわけメガソーラーと呼

ばれる巨大な太陽光発電施設の設置にあた

っては，設置場所にいくつかの制限があり，

なかでも「農地」は設置場所の対象から除

外されている。ドイツの太陽光発電をはじ
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FIT制度施行から２年足らずの間に設備認

定が急増したことにより電力系統への接続

の問題が急浮上している。再生可能エネル

ギーの導入量の増加と買取価格の水準次第

では消費者の負担が想定以上に増える可能

性がある。

こうした問題は，第一義的には制度の運

用に関わるものであるが，発電設備が特定

の地域に集中することで電力系統側の送電

容量が不足するという局所的な制約と，電

力会社の管轄エリアで需給調整能力が不足

するという管轄エリアの制約の問題は，結

果として再生可能エネルギー発電の導入を

阻害する要因となる。

制限区域が増え，さらに需給調整能力の

不足も近い将来に問題化する可能性が高い。

これらの問題に対し，中立的な立場で全国

規模の対策が必要であり，電力10社による

現在の地域独占体制では十分に対応できな

いことが明らかになってきた。電力系統へ

の接続と需給調整能力の確保の問題にみた

ように，電力システム改革によって発送電

分離が果たされ，問題の解決へ道筋が開か

れることを期待する。その場合，広域的運

営推進機関として送電業者の積極投資によ

る広範な送電網の拡充や高度なノウハウを

生かして，需給調整能力を高め，それに必

要な権限を持つなど，そのベースとなる詳

細な制度設計が必要であり，そのためにも

電力システム改革の着実な進展が強く望ま

れる。

（BSW-Solar）
（注10） 12年にドイツで行ったテューリンゲン州の「東

テューリンゲン地域エネルギー協同組合（ENEGO：
Energiegenossenschaft Ostthüringen eG）」
とザクセン＝アンハルト州の「ASGエンジニア
リング有限会社（ASG Engineering GmbH）」
における筆者のヒアリングに基づく。

（注11） 梶山（2012）10頁

まとめ

本稿では，太陽光発電の設備認定と運転

開始のギャップの問題や発電コスト，電力

10社の地域独占下における接続問題，賦課

金負担等について具体的に検討してきた。

その結果，電力自由化への移行に際し，再

生可能エネルギー発電の拡大を図るにあた

って諸課題が明らかになった。

太陽光発電については，12年７月にFIT

制度がスタートして以降，14年４月で国内

の再生可能エネルギー発電の全運転開始量

977万kWのうち太陽光発電は957万kWと

98％を占め，突出している。しかも，13年

度１年間で四国電力の全発電設備の最大出

力約700万kWに匹敵する704万kW（前年度

の約３倍）が運転開始となった。また，14年

４月末の太陽光発電設備の認定量は累計で

6,843万kWにまで急増し，これは東京電力

の全発電所の最大出力約6,500万kWを超え

る。

しかし，太陽光発電の認定設備のうち運

転を開始したのは957万kWと14％程度にす

ぎない。設備認定から実際の運転開始まで

にタイムラグであるとしても，5,800万kW

を超える設備の未稼働は大きな問題を含む。
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・ EPIA（2014） 「Global Market Outlook for 
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Industry Association （BSW-Solar）
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